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エ ネ ル ギ ー 資 源 と技 術 開 発

習本エネルギ_繍 研究所護 生 田 豊 朗
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3月 の上旬に中東の産油国アブダビで開かれた第1回 アラブ・エネル ギー会議 に

招待されて出席 し,日 本の原子力,ソ ー ラー ・エネルギー開発計画 について講演 を

した。 この会議は,ア ラブ連盟 に加盟 している22か 国が参加 して開かれた もので,

ゲス ト・ス ピー カー と して は,私 のほか ヨー ロ ッパか ら数名 の 専暉 家が招 か れて い

た。 門

さて,イ ランの革命を契機 にして 世界の石油情勢が大 き く揺れ動いてい るさな

かであ るので,こ の会議の主要 な トピックが石油問題 に集 中したのは 当然の こと

といって よいが,そ れ との関連の もとに アラブ諸国が石油代替エネルギーの開発

に対 して きわめて真剣かつ積極的な姿勢を示 した ことが注 目された。

とくに興味をひかれたのは 「資産の入れ替え」(exchangeofasset)と い う考え

方が示 された ことである。 これは,現 在アラブ諸 国が持 っている石油資源をひと

つの資産 として とらえ,そ れを採掘,生 産,消 費す ることによって発生す る資産

の減耗を,他 の資産によって補填 し,実 質的な資産額を維持 しよ うとい う考え方

である。 そ して,石 油資源 と入れ替えられ るべ き新 らしい資産がエネルギー開発

技術であ るとされてい るところが面白い。

エネルギー開発技術 とは,ま ず石油 回収技術の進歩(い わゆるenhancedrec()-

very)で あ り,第2は 原子力,ソ ー ラー ・エネルギーなどの代替エネルギー技術 で

ある。そ して,い まか らこの 「資産の入れ替 え」に積極的 に取 り組 まなければ,次

の世代の繁栄 を確保することは できないのだ,と い う主張が熱心 に繰 りひろげら

れた。

このような考 え方は,経 済学的 にみれば疑問の点がい くつかあるが,そ れにし

て も豊富な石油資源 を持つ国が このよ うな主張 を展開 した ことについて,私 はい

ささか感銘 を受けた。顧 みてほ とんど 「資産」を持たないわが国の現状は どうだろ

うか。 これか らわが国が資産 を築 き上げ られるとす るな らば,そ れはおそ らく技

術が中心 にな らな くてはな らないのだろ うが,現 実 はそれか ら はるか に遠 いとこ

ろにある。 これでよいのだろ うか,と い う深 い不安 を感 じなが ら,ア ラビアか ら

帰国の途についたのである。(い くた とよあ き)

り
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昭和54年 度 予算 にみ るエネル ギー技術 開発 の重点

岡 田 泰

1.総 合エネルギー政策の展開

1)わ が国をめぐるエネルギー1情勢

わが国は,エ ネルギー供給量の3/4を 石油

に,し かも石油供給の大部分を海外からの輸

入に依存 してお り,石 油に偏 った脆弱なエネ

ルギー供給構造を有している。

一方,自 由世界の石油需給は,イ ランの政

情不安にみられるような産油国 ・OPECの

石油供給ポジションの不安定要因,代 替エネ

ルギー開発導入の見通 し,米 国の石油輸入動

向等を考慮すれば厳 しい状況にあり,ま た,

1980年 代半ば以降の世界の石油需給の逼迫化

は不可避であると考 えられる。

このような中長期的な右油需給の逼迫化の

状況の下において,わ が国が引き続き安定的

経済成長を遂げ,国 民生活の向上を図るため

には,そ の基礎となるエネルギーの確保につ

いて,エ ネルギー政策の総合的な推進が不可

欠である。

2)総 合エネルギー政策の基本方向

標記のエネルギー情勢を踏まえて推進すべ

き総合エネルギー政策の基本方向は,第 一に

石油の安定供給確保である。

固有のエネルギー資源に乏 しいわが国は,

海外からのエネルギー供給に依存せざるを得

ず,し かも引き続き石油にその大宗を依存す

ることとなると見込 まれる。総合エネルギー

調査会需給部会報告(昭 和52年6月)に よれ

ば,諸 対策を促進 したとして も昭和60年 度に

おける石油依存度は65%程 度である。

したがって,中 長期的観点に立った石油の

探鉱 ・開発の促進,自 主開発原油等政策原油

の量的拡大,供 給源の多様化等を図るととも

に,石 油状勢の不安定化に対応 した備蓄の増

強等緊急時対策の充実に努めることが必要で

ある。

第二に,石 油代替エネルギーの開発 ・導入

を促進 し,エ ネルギー供給の石油依存度の逓

減を図ることである。

このため,中 長期的にみて最も大 きな供給

可能性を有 している原子力開発利用の推進,

埋蔵量が多く安定 した国内生産 も期待 しうる

石炭利用の推進,埋 蔵量が多 く賦存状況 も石

油に比 して広汎であ りクリーンエネルギーで

もある液化天然ガスの導入の促進,地 熱 ・水

力等一次エネルギーの導入の促進等 を図ると

ともに,石 油代替エネルギーの実用化に必要

な技術開発に積極的に取 り組むことが必要で

ある。

第三に,わ が国の産業 ・社会構造の省エネ

ルギー化を推進することである。

今後予想されるエネルギー供給の逼迫化の
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状況の下で,わ が国の経済成長を維持 し,国

民生活の向上を図るためには,産 業 ・民生 ・

輸送等各部門にわたり省エネルギー化を推進

することが肝要であ り,こ れはまた,エ ネル

ギー多消費国であるわが国の国際的責務でも

ある。

2.エ ネルギー技術開発の役割

前記の基本方向に立脚する具体的対策は,

いずれも重大な技術的課題を抱えてお り,こ

れらのエネルギー問題解決の成否 に つ い て

は,エ ネルギー技術開発に依存するところが

極めて大きい。

すなわち,石 油開発については,フ ィール

ド条件の悪化が予想されるため,深 海掘削,

回収率の向上等の技術に対する要請が高まり

つつあるとともに,技 術力を産油国に提供す

ることにより石油を確保する例が増 えて くる

と考えられることから,石 油開発技術の重要

性はますます高まってい く情勢にある。 また

緊急時に備 えて,地 下備蓄方式等の新備蓄方

式について,安 全面,防 災面等の技術開発が

必要である。さらに,今 後の石油供給は重質

化の傾向をたどる見込みであ り,重 質油分解

技術の開発等技術面の対応が不可欠である。

つぎに,石 炭の生だき等による利用促進,

軽水型原子力発電所の立地促進等在来エネル

ギニの利用促進技術,新 エネルギーの開発等

のエネルギー技術開発が効果的に進められる

ことによるエネルギー供給の増分は,短 中期

の需給ギャップの解消 にとって欠 くことがで

きないものである。また,長 期的に実用化が

強 く期待されている石炭液化,さ らには太陽

エネルギー ,核 融合のような新エネルギーの

利用等に係るエネルギー技術開発は,エ ネル

3

ギー供給の天井 を高めるとともに,エ ネルギ

ー選択の可能性を拡大する等により長期的需

給の安定化に資するのみならず,ク リーンエ

ネルギーの利用により環境改善に寄与する等

の効果がある。

さらに,エ ネルギー需給の緩和を需要面か

ら推進 してい くために,エ ネルギー消費機器

や設備 に関する技術開発,産 業 ・民生 ・輸送

の各部門の特性に応 じた適正なエネルギー需

要構造への移行 を進めるための技術開発等の

省エネルギー技術開発の推進が必要である。

これら技術開発の円滑な進展な くしては,

わが国のエネルギー問題の解決は極めて困難

であると言 えよう。

3.昭 和54年 度予算にみるエネルギー技術

開発の重点

前述の背景,役 割等を踏まえ,昭 和54年 度

においては以下のような諸施策を講じてい く

こととなっている。

1)石 油関係技術

(1)石 油公団機能の充実

(概要)

石油開発技術センターの事業および運営

に必要な経費を交付する。昭和54年度から

は,従 来から実施 している特別共同研究等

のほか,原 油の化学的二次回収法のテーマ

を対象に大型特別研究 として重点的に取 り

組むこととする。

(予算)

石油公団交付金(石 油開発関係)

石特1,458百 万円(1,353百 万円*))

注:*)53年 度予算額,以 下()の 数字は

全 て同様であ る。
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② 石油生産のシステム技術の開発

(概要)

石油の安定的供給の確保を図るため,深

海域における海底油田から,石 油 ・天然ガ

スを生産するための新 しいシステム技術の

研究開発を大型プロジェク トとして実施す

る。

(予算)

海底石油生産システム研究開発委託費

石特1,079百 万円(新 規)

一般46百 万円(71百 万円)

(3)海 洋石油開発のための掘進技術の開発

(概要)

わが国周辺大陸棚における石油開発を促

進するため,掘 削能率の大幅なアップ,掘

削費の低減,安 全性の向上等を図 り得る新

技術の研究開発を行 う。

(予算)

海洋石油開発のための高能率掘進技術開

発調査

石特15百 万円(新 規)

(4)可 燃性天然ガスの有効利用技術の開発

(概要)

現在,石 油生産に伴い発生する可燃性天

然ガスの大部分は,生 産井において燃焼廃

棄されているが,可 燃性天然ガスの有効利

用のため,移 動可能で しかも生産井近 くの

洋上において天然ガスに物理処理,化 学処

理等を施 し,運 び易い製品に転換する洋上

天然ガス処理システムを開発する。

(予算)

洋上天然ガス処理システムの調査研究

石特107百 万円(76百 万円)

トー タルシステムおよび各サブシステ

ムについての調査 お よび 実験研究を行
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い,本 システムの基本設計上重要な要素

技術に係る問題点の解明を行 う。

(5)重 質油対策技術の開発

(概要)

原油の重質化傾向,需 要の軽質化傾向の

中にあって,石 油の安定的供給の確保を図

るために,重 質油対策を強力に推進する必

要がある。このため,灯 油,軽 油等の中間

留分の増産のための重質油分解技術および

分解に伴う副生成品の有効利用技術等につ

いて,関 連業界が「体 とな って進める技術

開発に対 し補助を行 うこととする。

(予算)

重質油対策技術研究開発事業費補助金

石特1,700百 万円(新 規)

(6)新 備蓄方式の技術開発

(概要)

緊急時における石油の安定供給を図るた

めに石油備蓄を増強する必要があるが,こ

れに必要なタンク数,土 地面積は膨大なも

のになることが予想される。したがって,

既存のタンク方式に加え,新 たに安全かつ

経済的な備蓄方式を確立することが緊急の

課題となってお り,こ のため新備蓄方式の

実用化の可能性を検討する。 、

,(予 算)

石油備蓄技術調査費

石特1,728百 万円(278百 万円)

長期的な石油備蓄政策の確立を図るた

めに石油備蓄技術の調査検討を行ってき

たところであるが,昭 和54年 度からはこ

れらを踏 まえて地下備蓄の実験等 を行

い,そ の実用化 を図る。

(7)石 油流通合理化技術の開発

(概要)

趣
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石油流通の合理化を図るため,昭 和53年

度に引き続き海底パイプラインの漏 えい検

知システムおよび漏 えい拡散防止システム

の実用化を 目的 と した 技術開発調査を行

う。

(予算)

長距離海底パイプライン技術開発調査委

託費

石特182百 万円(52百 万円)

2)石 炭関係技術

(1)石 炭開発 ・生産技術の開発

(概要)

国内炭の安定供給を確保するため,急 傾

斜採炭の機械化,中 硬岩用掘進機等生産技

術の開発を行 う。 、

(予算)

石炭技術振興費補助金のうち,

石特360百 万円(ユ75百 万円)

② 短 ・中期の石炭利用拡大対策技術開発

(概要)

わが国エネルギー需給の安定化に資する

石炭の需要確保 を図るため,短 ・中期に実

用化が期待でき,石 炭の利用を拡大させる

こととなる石炭 ・油混合燃料,流 動床燃焼

技術,成 型コークス製造技術,石 炭利用下

廃水処理技術等の研究開発を実施する。

(予算)

石炭技術振興費補助金のうち

石特340百 万円(335百 万円)

(3)長 期の石炭利用拡大対策技術開発

(概要)

わが国の長期エネルギー需給の安定化に

資する石炭の利用を一層拡大させるため,

石炭のガス化 ・液化技術の研究開発 を実施

一5一

する。

(予算)

石炭ガス化技術開発委託費のうち,

石特758百 万円(418百 万円)

低カロリーガス化発電技術を開発する

ため,石 炭処理量5t/日 装置によるガ

ス化脱硫試験および石炭処理量40t/日

装置の建設を継続 して行うほか,新 たに

高温乾式脱硫装置の設計を行う。

石炭ガス化技術開発委託費および新エネ

ルギー技術研究開発費のうち,

石特935百 万円(新 規)

一般120百 万円(-」)

高カロリガス化技術を開発するため,

ガス発生量7,000m3/日 パイロットプラ

ン トの詳細設計を継続すると同時にプラ

ン ト建設のための一部機器の製作を実施

するほか,建 設地の造成整備 を実 施 す

る。

石炭液化技術研究開発委託費および新エ

ネルギー技術研究開発費のうち,

石特815百 万円(新 規)

一般274百 万円(一)

石油の長期的需給の逼迫化傾向の中に

あって,エ ネルギーの安定的供給の確保

を図るため,1ソ ルボリシス液化方式

1t/日 プラン トの運転研究および40t

/日 プラン トの詳細設計,III溶 剤処理

液化方式1t/日 プラン トの建設,皿

直接水添液化方式2.4t/日 プラン トの

詳細設計,の 各技術開発を行う。
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石炭液化技術研究開発委託費のうち,

石特301百 万円(新 規)

日米科学技術協力の一環として,石 炭

液化技術開発を推進することとし,SR

C-1プ ロジェク トについてわが国独 自

の評価を行う。

石炭液化技術研究開発事業費補助金

石特353百 万円(新 規)

日米科学技術協力のもとに,石 炭液化

技術の開発を積極的に推進するため,現

在,米 国エネルギー省の助成の下に進め

られ てい るEDS法(ExxonDoner

Solventmethod)に 参加するわが国の

民間企業へ一部補助金を交付する。

・(4)石炭鉱山保安確保対策技術の開発

(概要)

石炭鉱山保安技術の開発は,生 産技術の

開発とともに,国 内炭の安定供給 を確保す

るための基本的条件である。石炭鉱山にお

ける採掘箇所の深部移行に伴い,地 圧の増

加,温 度上昇,湧 出ガス量の増加等抗内条

件が急激に悪化 しているため,深 部保安確

保対策技術等の研究開発 を行 う。

(予算)

鉱山保安技術調査委託費

石特185百 万円(175百 万円)

3)原 子力関係技術(科 学技術庁分は除く)

(1)軽 水炉改良標準化

(概要)

原子力発電の安全性,信 頼性のより一層

の向上を図るため,米 国等からの導入技術

からの脱却 を図 り,わ が国の国情に適 した

原子炉の開発が必要である。このため,軽
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水炉の改良標準化 を推進 し,も ってプラン

トの信頼性の向上,作 業員の被ばく低減,

定期検査期間の短縮を図るとともに稼動率

の向上に資する。

(予算)

原子力発電設備改良標準化等調査

一般216百 万円(160百 万円)

現在,第 一次改良標準化に引き続き第

二次改良標準化を進めているところであ

り,昭 和54年 度は,耐 震設計の標準化等

を実施する。

(2)地 下立地方式の技術開発

(概要)

原子力発電開発に伴 う立地問題に対処す

るためには,立 地選択幅の拡大と用地の効

率的利用とに努める必要があり,こ のため

の一つの方策 として,地 下立地式原子力発

電所の実用化が有望である。このため,地

下空洞の耐震性,放 射性物質の格納性等に

ついて実証試験を実施 し,技 術指針の確立

を図る。

(予算)

原子力発電所新立地方式検討調査

一般12百 万円(9百 万円)

(3)廃 炉対策技術の開発

(概要)

近い将来原子力発電所の廃炉対策が必要

となることが予想されてお り,こ の廃炉作

業を安全かつ円滑に実施するため,廃 炉技

術の確立 とともに技術基準の整備が必要で

ある。昭和54年 度は,内 外における廃炉の

実績等の調査により廃炉を行う上での問題

点を抽出するとともに,わ が国の国情に適

した廃炉方式の検討を行う。

(予算)

O

O
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廃炉技術基準等確立調査

一般11百 万円(新 規)

(4)高 性能燃料の実用化

(概要)

電源構成に占める原子力発電の比率の増

加に伴い,負 荷変動に応 じて出力を急速に

変化させる運転を行いうる技術の開発が必

要となって くる。このため,燃 料の取替え

期間を考慮 して,早 急に高速出力変化に耐

え得る高性能燃料の実用化 を図るとともに

技術基準の整備 を行 うこととする。

(予算)

高性能燃料技術基準等確立調査

"般13百 万円(新 規)

(5)原 子力発電所の安全性,信 頼性確保技

術開発

(概要)`

原子力発電施設等の安全性を確保 し,地

元住民の不安を解消するため,原 子力発電

機器等の安全性,信 頼性の実証等に必要な

調査 ・試験を行う。

(予算)

原子力発電安全対策等委託費のうち,

電特3,635百 万円(4,470百 万円)

原子力発電機器等のうち,バ ルブ,ポ

ンプ,蒸 気発生器,燃 料集合体,溶 接部

等熱影響部の安全性,信 頼性について,

それぞれ実証試験を行 う。

原子力発電安全対策等補助金のうち,

電特2,860百 万円(1,689百 万円)

原子力発電所の耐震性について,大 型

モデルによる十分な振動試験が可能な大

型高性能振動台を設置 して耐震信頼性の

実証試験を行 う。
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(6)新 型炉等の実用化技術開発

(概要)

核燃料サイクル上長期的な不確定要素が

存在することにかんがみ,核 燃料サイクル

に柔軟性を与え,か つ,軽 水炉一FBR路

線をベ ックアップ す る炉 として,新 型炉

(重水炉)の 開発導入が重要である。この

ため,新 型転換炉,CANDU炉 など重水炉

の導入に必要な技術基準等の確立を図る。

(予算)

新型炉技術基準等確立のための調査

一般258百 万円(204百 万円)

海外で開発 されている重水炉の動向等

を踏まえ,わ が国独 自にその安全性 を実

証するとともに,技 術的審査のべ一スと

なる重水炉の技術基準の確立 を図る。昭

和54年 度は,圧 力管,小 ロ径配管,耐 震

性等に関する各種確証試験の実施および

そのとりまとめを行い,現 在 までの総合

評価を行 うとともに,技 術基準の確立を

図る。

(7)放 射性廃棄物処理処分技術開発(科 学

技術庁分は除 く)

(概要)

原子力発電規模の増大に伴い発生する放

射性廃棄物の累計量は膨大な ものになると

予想されてお り,そ の処理処分体制を早急

に確立する必要がある。このため,処 理処

分の事業化に関するフィージビリティ調査

を行い,国 としての方針の策定に資すると

ともに,放 射性廃棄物安全性実証試験 を行

い,原 子力発電所立地地点の周辺住民の不

安を解消する。昭和54年 度は,原 子力発電

所に保管 されている放射性廃棄物およびそ

の保管 システムが,想 定されうるあらゆる

●
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状態において も安全であることを実証する

ため必要な実証試験を行う。

(予算)

放射性廃棄物安全性実証試験

電特190百 万円(178百 万円)

(8)海 水ウラン等回収システム技術の開発

(概要)

原子力発電規模の増大に伴い必要なウラ

ンの安定供給を確保するため,純 国産資源

としての海水からのウラン等回収システム

技術の開発 を行 う。昭和54年 度は,現 在 ま

での技術開発調査 を基礎に,モ デルプラン

ト建設のための詳細設計を開始する。

(予算)

海水 ウラン等回収 システム技術の開発調

査

一般185百 万円(154百 万円)

4)電 力・ガス関係技術

(1)地 熱開発技術

(概要)

地熱開発利用に係る環境保全,地 熱井お

よび輸送管に係る保安の確保等に関する技

術問題を調査 ・研究 し,そ の技術の向上を

図るとともに,そ の成果を技術基準等に反

映させる。

(予算)

地熱開発推進調査

一般40百 万円(40百 万円)

(2)大 規模深部地熱開発技術

(概要)

環境保全対策 を考慮 した最適発電システ

ムの概念設計を検討するととともに,地 質

構造および熱構造を広 く把握するための地

上調査,地 下の地質構造および温度分布 を
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把握するための構造試錐,気 象,水 質調査

等の環境監視を実施する。

(予算)

大規模深部地熱発電所環境保全実証調査

電特1,345百 万円(1,205百 万円)

(3)地 熱開発に係 る環境保全技術の開発

(概要)

地熱発電所の建設に伴 う環境保全を確保

するため,立 地予定地点においてボー リン

グを行い,蒸 気,熱 水を噴出させ周辺環境

に及ぼす影響を調査する。

(予算)

環境審査調査

電特916百 万円(906百 万円)

(4)地 熱熱水有効利用技術の開発

(概要)

地熱発電所から発生する熱水 を農作物の

促成栽培等多目的に利用するための可能1生

調査および実用化のための試験を行う。

(予算)

地熱発電所熱水有効利用調査

電特103百 万円(94百 万円)

(5)石 炭火力ばい煙処理技術開発

(概要)

25万kwtw石 炭火力発電施設において全

量脱硝プラン トを設置し,石 炭火力に関す

る環境対策技術の実証を行 う。

(予算)

石炭火力ばい煙処理技術信頼性実証試験

等委託費

電特1,157百 万円(423百 万円)

(6)高 効率ガスタービン公害防止技術開発

(概要)

高効率ガスタービンを使用する発電所に

係る脱硝装置,騒 音防止施設等の公害防止

◎

◎
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施設の処理能力を実証 し,環 境保全技術の

確立を図る。

(予算)

高効率ガスタービンNOx等 処理技術信

頼性実証試験等調査

電特205百 万円(新 規)

(7)ガ ス工作物の安全性等確保技術の開発

(概要)

ガスの安定供給および保安の確保を図る

ため,ガ ス導管,ガ スホルダーおよびLN

G地 上式貯槽について,材 料および構造の

耐震性の検討,耐 震設計手法の確立等耐震

性の総合的検討を行い,耐 震技術指針およ

び保安指針を整備する。

(予算)

ガス工作物設置基準調査

一般55百 万円(33百 万円)

5)新 エネルギー関係技術

(1)太 陽エネルギー技術開発

(概要)

長期的なエネルギーの安定供給 を確保す

るため,太 陽エネルギー等豊富で公害 を生

じない新エネルギーの実用化が緊要であり

パイロットプラン トの建設 を含め,強 力に

その推進 を図る。昭和54年 度は,太 陽熱発

電プラン トの建設 を本格化するとともに,

四種類のソーラーハウスの運転 ・評価,太

陽電池の研究等を行 う。

(予算)

新エネルギー技術研究開発費のうち,

一般3 ,768百万円(2,013百 万円)

(2)地 熱エネルギー技術開発

(概要)

エネルギーの長期的な安定供給に資する
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地熱エネルギーについて,地 熱探査,採 取,

環境保全,高 温岩体発電等に係る基礎 研究

を進めるとともに,地 熱熱水利用発電プラ

ン トの運転 ・評価および要素研究等を継続

する。(4)の(1)お よび㈲を参照)

(予算)

新エネルギー技術研究開発費のうち,

一般1 ,183百万円(976百 万円)

(3)石 炭エネルギー技術開発

(概要)

エネルギーの長期的な安定供給に資する

石炭エネルギーについて,ガ ス化,液 化に

係 る基礎研究を継続するとともに,ガ ス化

については高カロリーガス化プラン トの建

設の着手等,液 化についてはソルボリシス

方式液化プラン トの運転研究および設計,

溶剤処理液化方式プラン トの建設,直 接水

添方式液化プラン トの設計 を行いプラン ト

研究を充実する。(2)の(3)を 参照)

(予算)

新エネルギー技術研究開発費のうち,

一般395百 万円(1 ,023百万円)

(4)水 素エネルギー技術開発

(概要)

エネルギーの長期的な安定供給に資する

水素エネルギーについて,水 素の製造 ・利

用に関する基礎研究を進めるとともに,高

温高圧水電解法水素製造プラン トの建設,

運転を行 う。

(予算)

新エネルギー技術研究開発費のうち,

一般690百 万円(590百 万円)

(5)総 合研究1

(概要)

将来の有力な新エネルギー源を発掘する
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ための新エネルギー技術シーズの開発研究

を行 うとともに,前 記(1)～(4)の技術開発を

支援するための支援研究を行 う。

(予算)

新エネルギー技術研究開発費のうち,

一般345百 万円(308百 万円)

6)省 エネルギー関係綱

(1)大 型エネルギー技術開発

(概要)

エネルギー使用の効率化を図るため,高

効率ガスタービンの耐熱材料および要素技

術の研究開発 を進めるとともに,最 適 トー

タルエネルギー供給システムの研究開発を

行 う。 また,電 磁流体(MHD)発 電およ

び廃熱利用技術システムについても技術開

発を推進する。

(予算)

省エネルギー技術研究開発費のうち,

一般793百 万円(617百 万円)

産業の省資源,省 エネルギー化および

地域社会における熱の有効利用を図るた

め,熱 回収 ・熱交換,熱 輸送,熱 貯蔵等

の廃熱利用の要素技術および トータルシ

ステムの研究開発を行 う。

省エネルギー技術研究開発費のうち,

一般914百 万円(635百 万円)

熱から電気へ直接エネルギー変換する

直接発電方式で火力発電と組合せ,熱 効

率の大幅な向上が期待されるMHD発 電

技術の研究開発 を行 う。

省エネルギー技術研究開発費のうち,

一般399百 万円(94百 万円)

高効率ガスター ビン,蒸 気 タービン,

集中冷暖房等 を組合せた最適エネルギー

供給 システムを確立するための,ガ スタ

ービンと蒸気 タービンの複合サイクルの

効率 を飛躍的に向上させる中核 となる高

効率ガスタービンの研究開発を行う。

② 先導的 ・基盤的省エネルギー技術開発

(概要)

超電導技術,新 型電池,新 動力源および

ヒー トパイプ等先導的 ・基盤的省エネルギ

ー技術の研究開発を行う。また,黒 鉛化に

関する省エネルギー技術,セ ラミック材質

の赤外線輻射に関する省エネルギー技術お

よび植物 ・家畜生産加工における排熱 ・温

排水利用のための熱供給システムに関する

研究を実施する。

(予算)

省エネルギー研究開発費のうち,

一般117百 万円(114百 万円)

(3)高 温還元ガス利用直接製鉄技術の開発

(概要)

現行の製鉄方法に伴う公害問題の解決お

よび原料炭依存からの脱却を図るため,近

い将来開発が予想される多目的高温ガス炉

の熱エネルギーを製鉄プロセスに利用する

クローズ ドシステムを目指 した直接製鉄技

術の研究開発を行 う。

(予算)

大型工業技術研究開発費のうち,

一般1 ,533百万円(2,150百 万円)

(おかだ やすし 通商産業省立地公害局

鉱山課)
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昭和54年度エネルギー技術開発関係予算の概要

(単位:百 万円)

事 項

1.石 油 関 係

① 石油公団交付金(石 油開発関係)

② 海底石油生産システム

③ 海洋石油開発に係る高能率掘進技術

④ 洋上天然ガス処理システム

⑥ 重質油対策技術

⑥ 石油備蓄技術

⑦ 長距離海底パイプライン技術

2.石 炭 関 係

① 石炭開発 ・生産技術

② 石炭利用拡大技術

③ 石炭ガス化技術

④ 石炭液化技術

⑤ 保安確保対策技術

3.原 子力関係

① 軽水炉改良標準化

② 原子力発電所地下立地方式

③ 原子力発電所廃炉対策技術

④ 原子力発電用高性能燃料の実用化

⑤ 原子力発電機器安全性,信 頼性確保技術

⑥ 原子力発電施設耐震性確保技術 ・

⑦ 新型炉等の実用化技術

⑧ 放射陸廃棄物処理処分技術

⑨ 海水 ウラン等回収 システム

4.電 力。ガス関係

① 地熱開発技術

② 大規模深部地熱開発技術

③ 地熱開発に伴 う環境保全技術

④ 地熱熱水有効利用技術

⑤ 石炭火力ばい煙処理技術

⑥ 高効率ガスタービンNOx等 処理技術

⑦ ガス工作物安全性等確保技術

5.新 エネルギー関係

① 太陽エネルギー技術

② 地熱エネルギー技術

③ 石炭エネルギー技術

④ 水素エネルギー技術

⑤ 総合研究(新 エネルギー技術シーズおよ
び支援技術)

6.省 エネルギー関係

① 廃熱利用システム

② 電磁流体(MHD)発 電技術

③ 高効率ガスタニビン

④ 先導的・基盤的省エネルギー技術

⑥ 高温還元ガス利用直接製鉄技術

計

石油 ・石炭特会 電 源 特 会 一 般 会 計 合 卜皇司

53鞭1・4鍍 隊 ¢)53年度[54鯛 麟)153鞭154鞭 晦 ¢)53度年IS4年蝉 灘
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94
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305

3
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1,354

71

0

76

0
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52

685

175

335

175

6,315

1,458

1,125

15

107

1,700

1,728

ユ82

885

360

340

185

6,864

160

9

0

0

4,470

1,689

204

178

ユ54

496

40

423

0

33

7,533

2,013

3,181

1,441

590

308

3,610

617

635

94

114

2,150

21,019

7,380

216

ユ2

11

13

3,635

2,860

258

190

ユ85

1,457

40

1,157

205

55

11,907

3,768

3,547

3,557

690

345

3,756

793

914

399

117

4,484

104

1,054

15

31

1,700

1,450

ユ30

200

185

5

10

516

56

3

11

13

△835

1,171
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12

31

961

0

734

205

22

4,374

1,755

366

2,116

100

37

1,533△

31,700

146

176
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305

3

6工7

10,681

(注)1.*印 は新エネルギー関係に一括計上 し,重 複はない。

2.原 子力関係のうち科学技術庁分は含まない。
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石 炭 利 用 技 術 欧 米 視 察 記

早稲田大学理工学部教授 城 塚 正

日出

I

P

巨

-

早稲田大学の短期在外研究員として,昨 昭

和53年10月 ～12月 にかけて約1か 月半米国,

欧州に出張 した。この視察旅行の目的は主と

して次のような国際的なエネルギー事情の変

動に対応する,ご く近い将来の石炭直接利用

技術に関するものであった。すなわち,世 界

的なエネルギー需要の増大傾向と各種エネル

ギー資源需給のバランス問題,あ るいは資源

保有国の資源ナショナリズム攻撃の強化など

に起因するいわゆる石油ショックが,我 が国

の石油エネルギー資源中心の需給構造に対 し

て強烈なインパク トをもたらしたことは御存

知の通 りである。これの対応策 として,エ ネ

ルギー消費の節減をはじめ,エ ネルギー源の

多様化をはかり石油依存度 を次第に低減する

国策が必要 となり,サ ンシャイン計画,ム ー

ンライ ト計画,消 費節減行政指導な どが打ち

出されている。このうちエネルギー源多様化

政策の一環 として考 えられるのが,地 球的な

賦存分布の豊富な石炭資源の利用である。石

炭のエネルギー資源 としての利用 策 と して

は,本 格的なプロセスシステムとしてのガス

化,液 化などの多数の基本構想があるが,そ

れらの実用化には今後相当長期にわたる技術

開発の期間が必要 となるであろう。 しか し一一

方には国際的な石油資源の安定供給に対する

不確定要因が蓄積 しつつある現在,こ の間の

補間的な石炭のエネルギー資源 としての直接

利用法の改善が要求されるであろう。この考

え方から直接利用法のうち,ご く近い将来,

技術開発の可能と思われる石炭のコロイ ド流

動性燃料化 とその燃焼技術および流動層燃焼

技術 とそのシステム化はその役割を荷なうも

のと考えられる。これらの研究開発の海外事

情調査が今回の出張の目的であった。 しか し

ながら今回の調査旅行は単独行であ り,ま た

調査期間 も制約があり,他 に幾つかの視察目

的があったりしたため不充分であったが,以

下に調査結果の概要を述べてみよう。

1.コ ロイ ド燃料関連技術について

燃料の流体化の波にのみ込 まれて,斜 陽化

した石炭利用の現実からの発想 として,最 も

単純なアイデ ィアが石炭の流動化であろう。

さらに石炭のガス化,液 化技術の前段階 とし

てコロイド流動性燃料技術の開発の発想は当

然の帰結の様に思われる。これによって石油

輸送と同型の方式が確保され,ま たコロイ ド

燃料の直接燃焼技術が完成すれば石油資源へ

の依存性が少なからず改善できるわ け で あ

る。この発想は単純であり,技 術開発の歴史

も大変古 く,第1次 大戦中に ドイツの潜水艦

による封鎖の事態から英国で提案 され,ま た

我が国でも第2次 大戦中に海軍燃料廠などで

○

、

◎
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研 究 さ れ た が,そ の後 の状 勢 変 化 で研 究 は 中

断 して い た の で あ る。 しか し,1970年 代 に入

り石 油 資 源 の供 給 の不 安感 か ら各 国 にお い て

こ の技 術 開 発 が望 まれ る に至 っ た の で あ る。

今 回 の調 査 は 米 国,英 国 にお け る次 に述 べ る

大 学,企 業 お よび 研 究 所 を訪 問 して 関 係 者 か

ら幾 つ か の情 報 を得 て行 わ れ た もの で,以 下

に こ の分 野 の発 展 史 と現 況 につ い て述 べ て み

たい 。

英 国 で は第2次 大 戦 中 に比 較 的 安 定 性 の よ

い重 油 一 微 粉 炭 混 合 油 につ い て検 討 され,米

国 にお い て は1940年 頃 にPittsburg&Mid・

wayCoalMiningCo.とKansasState

Uni▽.の 共 同研 究 で混 合 油 のパ イ ロ ッ トスケ

ー ル燃 焼 試 験 を行 った の が 前 躯 的 研 究 で あ っ

た 。 最 近 米 国 のEPA(EnvironmentalPro・

tectionAgency環 境保 護 局)のCoa1-Oil

Fue1の 発 電 へ の使 用 要請 に こ た え て,G.E

社 を 中心 にConsolidationCoalCo.,Gulf

Oi1,ChemicalEngineeringStandardOil

Co.,な どの グ ル ー プ で発 電 用,産 業 用燃 料

と してCoal-OilFue1す な わ ち コ ロ イ ド燃

料 の実 用 性 を検 討 し,さ らにConsolidation

CoalCo.とConocoResearchの 共 同 で こ

の燃 料 の 燃 焼 に つ い て の コマ ー シ ャル テ ス ト

を実 施 して 好 結 果 を えた とい う。 これ らの関

係 者 か らの 話 では コ ロ イ ド燃 料 の 安定 性 に関

して 長 期 間 の貯 蔵 中 の沈 降 や パ イプ ラ イン の

制 御 弁 や バ ー ナー 先 端 部 の 閉塞 問題 が あ った

が,最 近 では ほ とん どの炭 種 に つ い て適 合 し

た 界 面活 性 剤 の選 定 に よ って この 問題 は解 決

して い る由 で あ る。 また,燃 料 配 合 時 に 安定

性 の た め添 加 す る水 と同時 に 石灰 乳 を加 え て

燃 焼 時 のSO。,NO。 を低 下 させ るア イデ ィ

ア は,そ の効 果 は疑 問 の よ うで あ る。 英 国 の

She11社 は炭 種 の選 定,混 合,前 処 理 に よ っ

て界 面 活 性 剤 無 添 加 の コ ロ イ ド燃 料 の製 造 技

術 を確 立 して お り,近 い将 来 イ ン ドネ シ ヤ に

お い て 同国 産 の石 油,石 炭 か ら こ の燃 料 の製

造 計 画 を進 め てい る 由 で あ る。 コ ロ イ ド燃 料

の安 定 燃 焼 技 術 は こ の分 野 の開 発 上 の重 要 な

点 で あ るが,数 社 の情 報 では 蒸 気 噴 霧 のバ ー

ナー 方 式 で充 分 安 定 燃 焼 が え られ るが,バ ー

ナー チ ップ の孔 径 選 定 が 重 要 の よ うで あ る。

こ の方 式 で の末 燃 カー ボ ンやNOx発 生 も実

用 可 能 な 性 能 を保 証 で き る と して い る。

以 上 は未 処 理 石 炭 の コ ロ イ ド燃 料 化 技 術 の

問 題 で あ ったが,こ の プ ロ セ ス ではSOxの

発 生 抑 制 は 全 く期 待 で きな い 。 この た め には

NCB-CRE法 やConslidationCoalCo.法

の よ うな 溶 剤処 理 に よ る低 灰 分,低 硫 黄 分 精

製 炭 を用 い た コ ロ イ ド燃料 化,さ ら にはCS

F(ConsolSyntheticFue1),SRC(Solvent

RefinedCoal)の よ うな水 添 抽 出,液 化 法 と

の組 合 せ 技 術 に よ る コ ロ イ ド燃料 化 が解 決 法

であ ろ う。 しか しな が ら,こ の 技 術 に対 して

は 末 だ 高 温 下 の 固 一液 連 続 分 離 法 や水 素 の 原

単 位 の 低 減 法 な ど技 術 的 に検 討 しな け れ ば な

らな い 問題 を多 く残 して い るが,新 しい 技 術

的 解 決 法 が着 々 と進 め ら れ て い る様 で あ っ

た 。

この 分野 に 関 しては 米 国 のWashington

StateUniv.やOklahomaStateUniv.そ

の 他 の 大 学 の 研 究 グ ル ー プ や 多 くの企 業 の 技

術 者 が 国 家 要 請 に こた えて集 中的 に 努 力 を重

ね て お り,米 国 の外 国 原 油 の輸 入 量抑 制政 策

に 対 応 して,米 国 産 石炭 の エ ネ ル ギ ー 資 源 と

して の 活 用 に 寄 与 して い る こ とが 感 じ ら れ

た 。 また,こ の 技 術 が 石炭 化 学的 トー タル シ

ス テ ムが確 立 す る まで の補 間 的 必 要性 が 明 ら
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かであるが,英 国のShell社 がイン ドネシヤ

に展開しようとしているこの燃料の製造企画

とこれを製鉄,発 電,セ メン ト,プ ラン ト,

船舶用の燃料 として販売する計画を聞 くとき

日本におけるこの分野の技術開発を急速に進

める必要を痛感 した次第である。

雑感:米 国は外 国原油 の買入れが,貿 易収支の赤

字原因 とされてお り,国 内需要 は自動車ガ ソリン

の比重 が重 いとされてい る。米国の諸都市には 日

本に見 られぬ様な ポロ自動車 が大変多 く 見 られ

た。 自動車 の普及率世界一 の米国 も景気後退 で新

車の買換 えが出来ぬのか と思 ったが,一 方,ガ ソ

リンの値段は200円 レー トで日本の20-30%安 で

あ った。確かに車がな くてはすごせぬ市民生活で

全 くの実用中心 とい った感 じ。丁度米 国市民 の普

段着が ジー ンズになった ように,動 けば充分 とい

うポロ自動 車がジー ンズ代 りの役割 を果 してい る

ので しょうか?閑 話休題。

2.石 炭 の流 動 層直 接 燃 焼 技 術 に つ い て

英 国 は古 くか ら基礎,応 用 の両 面 にわ た り

燃 焼 研 究 を本 格 的 に行 って き たが,石 炭 の流

動 層 燃 焼 ボ イラー の開 発 の 分 野 で も先 進 的 で

あ った。 現 在 で はNCB(NationalCoaI

Board石 炭 局)下 のBCURA(British

CoalUtilizationResearchAssociation英

国 石炭 利 用 研 究会),CRE(CoalResearch

Establishment石 炭 研 究所)お よびNRDC

(NationalResearchDevelopmentCorp.国

立 研 究開 発 機 構)な ど で研 究 が 実 施 さ れ てお

り,BCURA,Loatlerheadお よびCRE,

Chetenhamの 常 圧,加 圧 パ イ ロ ッ トプ ラ ン

トか らは 豊 富 な デ ー ター が 集 め られ,発 展 の

基 礎 をな して い る。 特 に層 温 度750～920。C

で 燃 焼 効 率99%以 上,石 灰 石 又 は ドロマ イ ト

脱 硫 剤 で脱 硫 率80%以 上 そ の他 脱 硫 剤 再生

法,NO。 低 減 法,加 圧 法 の場 合 の ター ビン

ブ レー ドの腐 食 試 験 な ど貴 重 な デ ー ター が 発

表 され て い る。 最 近 で はBCURAは 加 圧 方

式 の 開発 に 中心 をお き,6atm,FFBCSize

3×2ft.,8MWの パ イ ロ ッ ト試 験 を実 施

してお り,OECDの 国 際 エ ネ ル ギ ー 機 関

(IEA)の 共 同 研 究 課題 に 組込 まれ て い る。

また 近 年NCB,NRDC,BP社(British

Petroleum)お よびB&W社(Babcock

WilcoxLtd.)が 共 同 でCSL(Combation

SystemLtd.)を 発 足 さ せ,B&W社 の

Renfrew工 場 で45,0001b/hrの 通 常 ボ イ ラ

ー を改造 して流 動 層 ボ イ ラー と して2000時 間

以 上 の連 続 運 転 に成 功 し,実 用 ボ イ ラー設 計

の た め の エ ン ヂ ニ ヤ リン グデ ー タ を集積 して

い る。 これ ら を通 じて 日本 に お け る開発 の聞

題 点 には,廃 脱 硫 剤 の処 理 やNOx規 制 値 の

ク リヤ技 術 な どが あ げ られ よ う。 こ の た め に

は新 しい脱 硫 剤 や そ の 再 生 方式,低NOx排

出 に対 す る特 殊 燃 焼 方 式 の開 発 が 必 要 であ ろ

う。NewYorkCityUniv.の 研 究 グ ル ー プ

はMgO系 脱 硫 剤 の研 究 を実 施 して い るが,

再 生 方 式 を含 め顕 著 な 成 果 をあ げ つ つ あ る。

雑 感:英 国人はすべてについて地道で堅実な よう

である。Londonで たまた ま皇太子 の誕 生 日のお

祝 にぶつか った。Cityで の大 きなお祭さわ ぎが

あったが,夜 になるとメインス トリー トに沿 って

赤,青,白 の レーザー光の美 しい デ ィスプ レーが

見 られた。デパー トの2階 などに反射板が置かれ

えんえん と道路 に浴 って美 しい ビー ムを作 ってい

た。英 国流 の基礎科 学 と大衆啓蒙の点で見るべ き

ものを見た感 じであ った。 閑話休題 。

米国においてはこの分野の基礎 的研究は英

国に先ん じられたが,1970年 代になり国策上

の開発プロジェク トに指定して,DOE(U.S二
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DepartmentofEnergy)やEPAが 財 政 措

置 を行 った 。FWEC(FosterWheelerEn-

ergyCorp.)とPER(PopeEvans&

RobbinsInc.)はDOEの 委 託 を受 け て そ

れ ぞ れ パ イ ロ ッ ト試 験 を行 い,次 で これ ら を

基 礎 と して200MWの 常圧 流 動 層 ボ イ ラー の

基 礎 設 計 とPittsburg郊 外 のMorgantown,

Rivesville発 電 所 に30MWの 試 験 ボ イ ラー

を1977年 に建 設 し,現 在順 調 に 稼 動 して い

る。今 回 の訪 問 で え た関 係 者 の話 しではSO。

の排 出 は 日本 の規 制 値 を充 分 ク リヤ ー で き る

が,NO。 の 排 出値 に つ い て は 未 だ 問 題 が あ

る。 また,未 燃 カー ボ ン燃 焼 の た め のCBC

(CarbonBurn-upCell)構 造 の改 良 も考』え

られ て い る よ うで あ るが,NO。 値 低 減 法 に

つ い て も数 種 の対 策,燃 焼 条 件 と燃 焼 方 式 の

改善 が考 え られ る と して い た 。 しか し,こ の

成 果 は 立 派 な もの で あ り,典 型的 な米 国式 技

術 開 発 の 実 例 で あ る と感 じた 。 す な わ ち,英

国 の基 礎 研 究 デ ー タ と手 早 い パ イ ロ ッ ト試 験

結 果 か ら米 国 技 術 者 の エ ン ヂ ニヤ リング カ を

集 中 して 実 用 装 置の プ ロ トタ イプ に 一 気 に ス

ケー ル ア ップ し,実 用 化 に大 き く前 進 させ た

こ とで あ る。 ま た,他 面 こ の プ ロ ジエ ク ト推

進 の原 動 力 と して国 家 的 財政 支 出 と1978年 の

新 設 発 電 所 の石 炭 転 換 法 案 の可 決 が 大 き く も

のを言っていることも見逃せぬことである。

DOEの 総合計画ではRivesvilleの プラン ト

を基礎にして,1981年 までに常圧流動層ボイ

ラーの商業規模の技術開発 を完成 し,加 圧方

式は1983年 頃までに開発予定とのことである

が,両 システムの優劣については加圧方式に

空気加熱とスチームボイラー方式とあ り,単

に効率の問題のみでは断定できぬ点もある様

である。

以上,コ ロイ ド燃料,流 動層燃焼について

概要を述べたが,日 本におけるこれらの分野

の国立試験所や企業における諸研究 も見るべ

きものがあることは御存知の通 りであるが,

欧米の開発研究に比 して決 して進んでいると

は思われない。元来これらの分野の技術開発

の基盤 として,ト ータルシステムとしての外

国における炭鉱開発,輸 送 システムなどの関

連施設の開発まで含める必要があり,こ のた

めの膨大な投資まで考えると民間投資ではカ

バーできぬ問題であろう。欧米における国家

的な研究投資が技術開発にも必要であると同

時に石炭の石油資源の代替政策を推進するに

は各種の国家的な投資,助 成が必要であると

考える次第である。

(しろつか ただし)
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11 石 炭 利 用 技 術 開 発 へ の 提 言

古 澤 健 彦

ま え が き

1973年 から74年にかけてのOPEC諸 国の

石油供給削減と原油価格の大幅な高騰が,原

油の潤沢な供給のうえに支えられていた我が

国の産業の経済活動を直撃したことはまだ記

億に新 しい。これを契機 として,大規模な石炭

の利用技術の開発が,わ が国で開始された。

それから約5年,イ ランの政変に始って再

び石油供給不足が深刻化し,改 めて石炭の重

要性が注目されている。5年 前に提起された

問題点をかえりみて,石 炭の多角的利用を提

言 してみたい。 『

石炭は石油多量消費時代の前から,巨 大な

研究領域であり,すぐれた研究の蓄積がある。

これらの膨大な研究の蓄積は,こ の領域の難

しさの象徴にとどまることなく,よ りリー ド

タイムの短い石炭利用技術開発を可能にする

ために見なおされ,生 かされねばならない。

1.石 炭利用技術の開発は何故必要か

オイルシ ョックに始 まった,日 本における

石炭利用技術の開発は,そ の理由づけが脆弱

なものに見えたかと思われる。そもそも,日

本で石炭利用技術開発は何故必要なのか。石

炭の必要性を強調 している人は,石 油の可採

年数を単純に寿命 と誤解 してはいないのか?

石油はまだ,資 源の発見速度の方が,消 費速

度 より速い時代にある。従って天然ガスの不

足の様な問題はここ100年 間はあるまいとい

う考え方である。そ して資源が50年 以上もつ

ということは,そ の問に新 しいエネルギー供

給の技術が開発されて来 ることを考えると,

石油は当分不足 しないという考え方も強かっ

た。

そのうえ,原 油と石炭の価格の相対的関係

はオイルショック後 も崩れることな く,石 炭

の価格は原油の価格の上昇とともに上 ってし

まったのである。

確かにオイルショック以前は,石 油の価格

統制は進んでお り,石 油価格は廉価な石炭の

価格にあわせて設定されていたといわれてい

る。原油の価格決定に関するアメリカの主導

権がいっそううすれてい く今後は,ど の様に

価格決定がなされるのかは,難 しい問題であ

るが,イ ランの政変までは石炭の価格が相対

的に原油価格 より有利になることを見込むこ

とは困難であった。しかし,イ ランの政変に

始った石油の生産削減は,再 び,石 油資源の

澗渇と原油価格の上昇 とともに,日 本のセキ

ュリテ ィーの立場から,エ ネルギー資源とそ

の生産地の分散化の重要性を再認識させて く

れた。一方,世 界経済において大きな責任 を

分担するB本 にとって石炭の取引量の増加は

世界貿易でのバランスにも寄与するだろう。

一16一



r"

⑳u●

⑳:}、●

水力発電の新 しい開発は もはや揚水発電とし

ての機能 しか期待出来ないわが国の現状から

みて,エ ネルギーの自給率を西独,イ ギ リス

なみに達成することは,原 子力エネルギーに

期待するとしても,困 難 といわれている。中

東諸国の命の綱が原油であり,澗 渇に至るこ

とがな くとも,確 定埋蔵量の増加が需要のの

びに追いつかないことが見えて くれば,今 後

も生産削減が具体的な日程にのぼって くるこ

とは明らかだろう。今後の日本経済の発展に

よる原油需要の増大を見込むならばなおさら

のこと,現 在の使用量にとどまると仮定 して

も,中 東以外の国々において石炭やタールサ

ン ドの開発を推進 してエネルギー資源の分散

化をはかること,す なわち,中 東原油への依

存率を出来る限 り減らすことが緊急の課題で

あることは自明といわねばなるまい。

イランの政情不安がつづ く毎日,改 めてこ

の緊急性を認識するのである。

2.石 炭利用技術開発と炭種の問題

日本のセキュリティーが建前ならば日本の

石炭資源を活用せよとの声 もある。よく知 ら

れている様に日本の石炭 の物理的な埋蔵量が

200億 トン あ り,現 在の原油の輸入量に相当

して毎年採掘 しても,40～50年 分はあるとい

われている。しかしながら,採 掘できなけれ

ば意味はないのである。最近の開発の進捗状

況からわかるように年産2,000万 トンレベル

を維持することすらかなり困難iなことが理解

されよう。むしろ国内炭の増産 を考えるとす

れば長期にわたって再発掘の準備 をすすめる

必要があり,そ の間は原油の備蓄 とは違 った

意味での長期の備蓄資源 として検討すべきで

あろう。

この様な論点にたつ と国内炭に限らず海外

炭 に焦点をあてた利用技術の開発が必要とな

って来る。これに対 して海外炭の利用技術の

・開発は,次 のような事情から,な かなか難 し

いという考え方がある。何故なら,石 炭の利

用技術は使用する石炭の個性に合せて方向を

選ばねばならぬが,10年 のオーダーの研究開

発期間が必要なうえに,開 発後には対象に選

んだ外国炭が安定 して供給される見通 しをつ

けることは困難iだろうという論理である。確

かに石炭の利用技術は使用する石炭の性質に

制約 を受けることはよく知 られていた。

エンジニア リングが今 と比べものにならな

い くらい低い段階にあった昭和30年 代はじめ

までは,石炭の個性(灰分の性質,粘 結性など)

を無視もた装置の開発は失敗を意 味 して い

た。しかし,それから25年たった現在も,過去

の技術 レベルのままで炭種 と利用技術の関係

を考えることは必ずしも適切ではあるまい。

幅広い種類の海外炭を対象として,エ ネル

ギー問題に対処 しな けれ ばな らない現状で

は,プ ロセスの開発を容易にするために,限

られた炭種の安定供給を前提とした利用技術

の開発を進める考え方がある一方,炭 種を選

ばぬ技術こそ日本に必要な技術として考える

ことが必要である,と 考える。

炭種に依存 しない石炭の利用技術の開発は

かっては理想論だと思われてきた。石炭には

液化 しやすいものもあれば,ガ ス化や燃焼に

適したものがあることを否定す るのでは な

い。石炭の利用技術のガス化,液 化,直 接燃

焼のどれが日本に適しているかという三者択

一的に論ずることに問題がある様に思 う。実

用化へのリー ドタイムが異るとはいえ,そ の

いずれもの開発が将来に必要なのである。
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3.石 炭のガス化,液 化及び燃焼技術の関係

ここで,直 接燃焼,ガ ス化,液 化の大 きな

相違点について説明する必要がある。燃焼,

ガス化,液 化は,操 作温度が全 く異る。ガス

化,燃 焼は750。C以 上であり,乾 留を除いた

液化は500。C以 下で行われる。反応温度が低

い程,精 密な反応操作が可能 となり,化 学的

工夫による裁量が大き くなるのである。ガス

化や燃焼では極めて簡単な無機反応が中心 と

な り,化 学的に精密な操作 よりはむしろ,エ

ンジニアリングによって,開 発の成否がきま

ることになる。従って液化は,い わゆる石炭

化学者 といわれる方々が中心になって研究を

進めることにな り,一 方,ガ ス化,燃 焼はエ

ンジニアといわれる人々によって研究が進め

られることとなる。

従 って液化技術 を開発 しようとすれば,石

炭の化学的性質をくわしく研究することとな

り,100%に 近い液化をねらって石炭の細か

い性質が興味の対象となるだろう。すなわち

石炭の利用技術の開発には炭種選択が重要と

なってくる。一般に液化には水素が必要だと

すれば,そ の水素はガス化によって製造 しな

ければなるまい。すべての炭種について100

%液 化せよというのは,窮極の目標であるが,

現在では困難である。 しか しながら,液 化 し

た後に残 る石炭の灰分と残 った石炭の混合物

はそのまま廃棄するわけにはいかず,燃 焼あ

るいはガス化 しなければならないだろう。従

って,液 化 しやすい部分を液化 し,そ の残 り

をガス化あるいは燃焼によって熱エネルギー

に変換すればよいのである。100%に 近い液

化 を考えることが非現実的なのである。この

様な議論は ガス化についても成立する。100

%ガ ス化 しようとすれば困難iさをともなう。

今 迄 の ガ ス化,液 化,燃 焼 の 開 発 をこ の様

な 方 向 で む す び つ け る こ とは,ガ ス,液 体,熱

エ ネ ル ギー とい う生 産 物 の 多 様 さ を まね く反

面,技 術 開発 の リー ドタ イム を短 く し,適 用炭

種 拡 大 に よる 自 由度 を加 え る こ と にな ろ う。

4.わ が国の石炭利用技術開発の進むべき方

向

それでは,わ が国の石炭利用技術の開発は

どうあるべきなのか。制約条件を明確にして

それに適合する技術を開発することが必要で

ある。第一の制約条件は,出 来 る限 り炭種の

違いの影響をうけない利用技術であるべきだ

ということだろう。次には日本の環境からく

る制約条件である。平地が少 く,平 地への人

口の集中,温 暖多湿な 気候などからSO。,

NO。 排水等の厳 しい条件を クリアーする必

要がある。 その他には エネルギー効率 が 高

く,資 源の節約につながることは当然の条件

であるが既存のエネルギーシステムに整合性

が よいことも一一つの条件 となるだろう。これ

らについては異論がないと思われるので,こ

こには くわしく記さない。

しかしもっとも重要な問題点は石炭中の灰

分である。石炭の多量消費を想定すると,石

炭 中に数%か ら数十%ふ くまれる灰分につい

てその廃棄物としての対策を考えてお く必要

があるばか りではな く,灰 分中に微量含まれ

る有害元素の挙動にも注意深 く配慮する必要

がある。さらに意欲的に考えれば,こ の灰分

の有効利用技術一例えば建設材料あるいは埋

立材などとしての一が確立されれば石炭の石

油に対する立場ははるかに向上するにちがい

ない。この技術の開発は,液 化,ガ ス化,燃

焼をふ くむ石炭利用技術開発に共通の重要々
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素 技 術 と考 え られ よ う。

そ れ で は こ れ らの条 件 を満 す べ き利 用 技 術

と して,ど の 様 な もの が考 え られ るだ ろ うか 。

技 術 開発 の方 向 に は,一 般 論 と して,比 較

的 簡 単 な メカ ニズ ム の プ ロセ ス を ネ ッ トワー

クで む す ん で,そ の ネ ッ トワー クの 中 で各 ユ

ニ ッ トプ ロセ ス を最 適 化 し,総 合 効 率 の 向上

をね ら う もの と,単 一 な プ ロセ ス の 中 に複 合

機 能 を もた せ て効 率 の 向上 を ね ら い,プ ロ セ

ス 問 は 単純 な結 合 を考 え る もの とが あ る。 前

者 に相 当 す る もの と して,コ ー ル プ レ ック ス

(Coa1Plex),後 者 に相 当 す る もの と して,石

炭 の 流 動 層 燃 焼(Fluidized-bedCombus-

tion)を こ こに示 して み る。

1)コ ー ル プ レ ック ス

石炭 は液 化 され や す い部 分 とガ ス化 さ れや

す い部 分 とか らな る こ とは さ き に の べ た。 従

って 石炭 を完 全 に 液 に転 換 す る とか,ガ ス に

転 換 す る こ とは 有利 とは考 え ら れ ず,従 って

液 化 され や す い部 分 を液 化 し,し か る後 に残

りの部 分 を ガ ス化,又 は燃 焼 に よ り熱 エ ネ ル

ギ ー に転 換 す る こ とが有 利 とな る可 能 性 が あ

る。石 炭 か ら気 体 燃 料,液 体 燃 料,熱 エ ネル

ギ ー,有 機 原 材 料 の うち複 数 を併 産 し,効 率

の 向上 を ね ら うプ ロセ ス を コ ー ル プ レ ック ス

(Coalplex)とV・ う。

当然,核 熱 エ ネ ル ギー の利 用 と む す ん だ

り,石 炭 の灰 分 を利 用 して セ メ ン トを併 産 す

る他,化 学 品 の製 造 と発 電 併 用 型 の コー ル プ

レ ック ス も考 え ら れ る。

米 国 にお い て も,COED(Char,Oi1,En・

ergyDevelopment)等 の い くつ か の構 想 が

発 表 さ れ てい る。 わ が 国 にお い て も独 自 の イ

ン フ ラ ス トラ ク チ ュア を考 慮 に入 れ た コー ル

プ レ ック ス を構 想 して,そ の事 前 評価 を行 っ

てみる必要があるだろう。将来的には,COM

(Coa10ilMixture)の 利用,C1化 学体系 と

の整合性 を検討 してみる必要がある。

(社)化 学工学協会のエネルギー技術開発問

題検討委員会でも,乾 留液化を含むコールプ

レックスの検討を行 っている。

このコールプ レックスのユニークな点は,

石炭に10%以 上含有される灰分を無公害埋立

材 として利用する構想である。日本の造船界

が開発 し実用化 した集約プラン トを積載 した

洋上プラッ トフォームを,太 平洋上の孤島に

固定 して石炭 を原料 とする化学工業原料セン

ターを建設するという壮大な構想 として提案

されている。石炭に含有される灰分の有効利

用技術は全ての石炭利用プロセスを日本に建

設する上で,そ の成否を大き く支配する重要

な要素技術 となろう。

コールプ レックスは炭種の違いによる石炭

の個性にきめの細い配慮をしつつ も,100%

に近い液化あるいはガス化を実現する上で直

面する困難さを緩和することができ,効 率の

向上 とプロセスの実用化へのリー ドタイムを

大幅に短縮することができる。この様にして

幅広い炭種を処理するプロセスが,可 能 とな

る。

将来電力以外に石炭の大口利用を求めると

すれば,鉄 鋼及び化学工業であろう。鉄鋼産

業は,現 在最大の石炭のユーザーである。銑

鉄製造プロセスは石炭からコークスとガスを

製造 し,コ ークスと鉄鉱石から銑鉄 と高炉ガ

スを製造するものであるから,こ れは鉄 と化

学原料の併産 コールプレックスと見 な し う

る。現在,重 質残渣油 と核熱により鉄を製造

する原子力製鉄の技術開発計画が進んでいる

が,そ の実用化の目標が西歴2000年 以降と考
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えると,重 質油のみを還元ガス源として想定

することは困難が予想され,再 び石炭 を見直

さねばなるまい。こうなると将来想定 される

べき原子力製鉄プロセスは,核 熱利用の鉄鋼

及び化学品併産のコールプレックスとなるだ

ろう。

石炭の利用技術の開発 として,コ ールプレ

ックスをとりあげることは,発 電に加えて化

学工業などへの石炭利用技術の開発 を進める

ことを意味 し,そ の意義は極めて大 きいと考

えられる。

コールプ レックスの選定によっては電力の

生産と化学品の製造とを同時に行 うことにな

るので関係法を合せて検討することが必要 と

なるだろう。エネルギー資源の分散化が日本

のセキュリティーに重要であるならば,石 油

に比べて避けがたいコス ト面及びハン ドリン

グ面でのハンデ ィキャップを財政面での配慮

を含めて多角的にカバーしつつ開発する必要

があるのである。

2)流 動層燃焼ボイラー

石炭 の直接燃焼が最 も効率が高いことは当

然であるが,石 炭 中に含まれるチ ッ素,イ オ

ウ化合物から多量の亜硫酸ガス,チ ッ素酸化

物を排出するのが大 きな問題 となる。流動層

燃焼では,石 灰石あるいは ドロマイ トと石炭

を混合 して燃焼することにより,燃 焼ととも

に同時に脱硫を行う。すなわち,複 数の機能

を単一のプロセスで実行することにより効率

の向上をはかろうとする画期的なアイデアで

ある。日本では欧米に約10年 遅れて研究が開

始 されたが,チ ッ素酸化物排出抑制技術につ

いては,強 い日本の社会的ニーズに支えられ

て,早 くも世界的 レベルに到達 している。石

炭燃焼であ りながら,チ ッ素酸化物の排出 レ

ベルは比較的容易に100ppmを クリアーする

の も困難ではない。石灰石や灰分の混合物内

で燃焼するので,幅 広い炭種 に適用可能な技

術であ り,石 油コークにも適用可能である。

日本には ドロマイ ト資源が少 く,石 灰石を

利用することになると,そ の利用率の低下と

粉化が心配されている。利用率の低下は固体

廃棄物の増大を招 くので,使 用後の石灰石と

灰分の混合物の固体廃棄物の問題が解決でき

れば,極 めて リー ドタイムの短い技術 として

有望である。本技術についても石炭中の灰分

の問題が解決されねばならない。微粉炭燃焼

技術が確立 し,た えず改良が続けられている

が,低NOx化 と灰の問題の解決はどうして

もさけて通れない問題である。

あ と が き

エネルギー源を中東原油に大幅に依存する

日本の安全の確保には,石 炭 を含むエネルギ

ー資源の多様化 ,生 産地の分散化が必要であ

る。一方,将 来 も採炭条件,環 境対策などで

コス ト的に劣勢を強いられる石炭の利用技術

としては,幅 広い種類の海外炭を対象とする

炭種を選ばない効率のよい利用技術の開発が

必要である。流動層燃焼技術,石 炭の多角的

利用をはかるコールプレックスは有望な技術

と考えられる。石炭灰の利用技術の開発が進

めば,石 炭のエネルギー代替資源 としての地

位を著 しく引き上げることになろう。それに

加 えてきめの細かい政策的配慮が必要である

ことはいうまでもない。

(ふ るさわ たけひご 東京大学工学部化

学工学科講師)
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ラス ムセ ン報告 をめ ぐる最近 の話題

近 藤 駿 介

や

屏 量 3 1竃曜 自 聴1暫1闘 闘鴨II闘

少 し く日が 立 って し ま ったが,成 人 の 日 も

す こ しす ぎ た こ ろ,米 国 で は,原 子 力賛 成 派

の拠 り所 と して い た"原 子 炉 安全 研 究、(い

わ ゆ る ラ ス ム セ ン報 告)に つ い て,原 子 力規

制 委 員会(NRC)が これ へ の支持 を取 消 し

た との 報 道 が流 れ た 。 そ の後,各 報 道機 関 の

解 説 す る と こ ろは,も っ と穏 や か な 表 現 とな

り,米 国NRCが い わ ゆ る 璽Balancedap-

proach"を と って い く一一環 と して理 解 され る

よ うにな って お り,各 機 関 の見 識 の高 さ を窺

い 知 る こ とが で きた よ う に思 わ れ た の は筆 者

の浅 学 の故 か。 以 下 に は,話 題 の発 端 とな っ

た いわ ゆ る ル イ ス検 討 グ ルー プ の 見解 を要 約

して述 べ,終 りに若 干 の私 見 を付 した。

ラスムセン報告とは

ラスムセン報告*)は,原 子炉の事故に係わ

る損害賠償上限額を定めるプライス ・アンダ

ーソン法の改訂に際 して,原 子炉事故のリス

クはどの程度大きいものであるかを算定 した

研究であり,米 国原子力委員会(当 時)が1972

年にMITの ラスムセン教授に依頼 した成果

である。本研究報告書の草案は,1974年 に公

表され,各 界からコメン トを得て修正 され,

*)WASH-1400(NUREG-75/014)Reactor

SafetyStudy,AnAssessmentofAccident

RisksinU.S.CommercialNuclearPower
Plants,USNRCOct.1975.

1975年10月 に最終報告書が発表された。

本報告書の公表に際 して,原 子力規制委員

会(NRC)は,同 報告が,今 日の軽水炉の

運転に伴 うリスクの客観的評価を与える有効

な仕事であり,そ の全体的な結論は,原 子力

発電所の運転に伴 うリスクは,他 の自然及び

人為的なリスクと比較 して非常に小さいとい

うことである,と 述べた。

ル イ ス検 討 グ ル ー プ と は

この報 告 書 に対 して,特 に そ の要 約 は不 適

切 で あ る とい う声 が 議会 に あ った 。 これ に対

して,NRCは,1977年7月 に カ ル フ ォル ニ

ア大 学 教 授 の ル イ ス氏(H.G.Lewis)を 中

心 とす る 、リス ク評価 検 討 グ ル ー プ 、 を組 織

して,

●

●

●

同報告書およびそれに対するコメン トの

扱いに関 してNRCへ 助言すること。

リスク評価手法の分野の進歩 と適用限界

を明確化 し,規 制への適用について勧告

すること。

同報告書の業績及び限界を明らかにする

こと。

などの作業を依頼 した。同グループは1年 余

の検討を終え,1978年9月NRCに 報告書を

提出した。
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リスク評価検討グループは

何を結論したか

1.ラ スムセン報告(WASH-1400)は,原

子炉安全性 を検討する論理的骨組みと,各

種の事故過程の相対的確率についての情報

を提供 し,絶 対的確率を与える努力を始め

たという点で大成功を収めている。

2.こ の報告で得られた,種 々の事故過程の

相対的重要度についての知識は,安 全性研

究の優先順位の決定や規制行政における優

先順位を決める際におおいに使 うべきであ

る。しかし,具 体的な規制のプロセスにお

いて使 う場合には,デ ータベースが適切で

あるか,確 認する必要がある。

3.こ の報告には,多 くの欠陥がある。計算

には,不 十分な点があ り,信 頼性 を欠 く手

法や仮定の使われているところもある。

従 って,報 告に示されているリスクの絶対

値を無批判に使用すべきではない。

この 結 論 は,ど の よ うな 調 査 結 果 に 基 づ

くか

1.WASH-1400は,原 子 力利 用 に伴 う リ

ス ク を推 定 す る手 法 に長 足 の 進 歩 を 収 め

た。 具 体 的 には,

i)原 子 炉 安 全 研 究 を よ り合 理 的 に した こ

と。

ii)多 数 の事 故 系 列 の相 対 的 重 要 性 を明 ら

か に した こ と。

iii)デ ー タベ ー ス が あ れ ば,こ れ らの事 故

系 列 の もた らす リス クを定 量 的 に評 価 し

得 る方法 が あ る こ と を示 した こ と。

が あ げ られ る。

2.WASH-1400の 示 した 事 故 確 率 の値 が

大 きい か小 さい か わ か らな い が,デ ー タベ

一スが不充分なことが多いこと,共 通原因

故障をうまく定量化できないこと,疑 問の

ある手法で無理に定量化 している部分のあ

ること,な どから判断すると,少 な くとも

これらの推定値の不確実性は,著 者たちの

主張よりもはるかに大きいのではないか,

と判断される。

3.共 通原因故障の取扱いには非保守的なと

ころが見られ,一 方,解 析上の取扱いに規'

制行政 に採用されている保守的なアプロー

チがみられる。 したがって,こ の解析結果

が保守的とも非保守的ともいえない。

4.種 々の問題はあるが,WASH-1400は,

原子炉事故の確率を現時点で最 も完全に述

べたもので,こ こに使われた手段は適切な

データベースがあればこれらの事故の確率

を定量化するのに最 もよい手段である。

5.こ の報告書の欠点は,判 り難い というこ

と,多 くの人々から草案に対 して寄せられ

たコメン トを十分検討 していないこと,特

にその要約が,研 究結果 を充分に述べてお

らず,そ のために,こ れしか読まない人に,

原子炉の リスクについて誤 った印象を与え

ること,で ある。

6.こ の報告では原子炉事故の影響のうち,

早期死亡以外の潜在的影響を初めて体系的

に計算 しているので,影 響の全体像につい

ての知見の増大に貢献 している。

このグループは何を勧告したのか

1.WASH-1400か ら学んだことに基づき

NRCの 規制行政の諸基準を見直すこと。

2.こ の解析に基づき,解 析の不確実さを減

少させるようにNRCの 原子炉安全研究計

画を調整iすること。
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3.デ ー タベ ー ス が充 分 で な い とき に,無 理

に定 量 化 す る圧 力 を か け た り,リ ス ク値 を

決 定 した り しな い こ と。

4.WASH-1400の 方 法 論 は,一 般 の安 全

性 の 問題 を 扱 う場 合,新 たな 規 制 上 の要 求

を定 め る場 合,新 しい設 計 を評 価 す る場 合

の 主 要 な手 段 の1つ と して使 わ れ る べ き で

あ る。

ル イ ス検 討 グ ル ー プ の 結 論 に 対 す るNRC

の 対 応

NRCは,上 に述 べ た検 討結 果 を うけ て,

以 下 の 決 定 を行 った 。

1.WASH-1400の 要 約 に対 す る 支持 は,

撤 回 す る。

2.WASH-1400が 出版 さ れ た あ と 専 門 的

検 討 を十 分 に行 わ ず に これ を政 策 の根 拠 と

した こ と を認 め,今 後,有 効 な 専 問 的検 討

が リス ク評価 作 業 の 一 部 にな る よ う に,然

か るべ き措 置 を と る。

3.WASH-1400の 示 す 原 子 炉 事 故 の リス

クの 絶 対 値 は 無 批 判 に用 い るべ きで な く,

特 に全 体 リス クの 値 につ い ては,こ れ を信

頼 で き る もの とは み な さな い 。

若干のコメン ト

1.米 国の原子炉安全研究,い わゆるラスム

セン報告については,こ れが初めて原子炉

のリスクを定量的に評価 したものとして,

各国各界の注 目を集めた。その結果は図一

1に 示すような原子炉事故 リスクの位置づ

けを示唆する図を付 して公表 されたので,

当時の原子力論争が安全性 を中心に争われ

ていたこともあって,賛 成派は,こ の図を

その拠 り所 として論 をは り,反 対派は,こ
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死者 の数 κ

図一1原 子 力 発電 所 の もた らす リス ク と社 会 に

存 在 す るほ か の リス ク との 比較(WASH

-1400 ,P.2のfig.1-1及 び1-2よ り作

成,但 し*)は 筆 者 記 入)

れを得るに至る方法論,デ ータ,研究態度に

問題ありと攻撃 した。そこで,こ の報告書

をめぐる論争に結着をつけるべ く,NRC

が米国物理学会原子力安全性研究グループ

のリーダであるルイス教授 をはじめ,安 全

論争の一方の急先鋒であるプ リンス トン大

学のヒッペル氏,安 全研究界の長老である

ブルックヘブン国立研究所のKouts氏 達

によるグループに検討 を依頼 したのは,適

切であった。

同検討グループの結論は,上 に述べたよ

うに当を得たもので,そ の内容 には,確 率

論的 リスク評価 を志す人が耳 を傾けるべき

多 くの示唆が含まれている。

2.具 体的な意見として,上 の図の表現に不

確定性が充分に明示されていないことが最

大の難点 としている点があるが,こ れは,
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至極当り前のことで,当 時のNRCが この

結果をあまりにも政略的に使お うとしすぎ

たためとすれば本研究の重要性からみて惜

しいことであった。

3.と ころで,同 検討グループの結論の大事

なところは,

確率論的 リスク評価の方法を,規 制の実

務および政策決定に,広 汎に利用するこ

とを支持する。

とした点にある。このことは,当 然すぎる

ことではあるが,い まや,世 界的潮流にな

っている確率論的アプローチに客観的な支

持が得 られたことを意味する。

4.最 後に,検 討グループの報告にも指摘さ

れているように,こ のアプローチの有効性

を支配するのは,故 障データベースである

ことを指摘 したい。わが国では発電支障に

係わる故障以外の故障の報告義務がないた

め,個 別機器の故障データベースはつ くり

ようがない。これ も長年の輸入依存型の体

質の一つの顕われなのであろうが,今 後,

積極的に採用 し,い ずれは輸出産業 としよ

うとする原子炉であるから,各 国の唱える

ように,「 より安全なものにするのに,全

ての関係者が協力する」精神で,早 急に日

本のデータベースづ くりの体制を整 え,こ

の分野で も世界に寄与してい くべきであろ

う。

(こんどう しゅんすけ 研究嘱託,東 京

大学工学部助教授)
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研 究 所 の う ご き

(昭 和53年12月1日 ～54年2月28日)

主なできごと

12月1日(金)第3回 「原子力プラン ト運転の

信頼性に関する研究会」開催

4日(月)「 重質油分解技術の動的評価」

委員会ワーキング ・グループ

打合せ(以 下「重質油委WG」

と略す)第8回 開催

6日(水)第2回 重質油委開催

8日(金)第9回 「海水ウラン等回収シ

ステム技術開発調査」委員会

(以下 「海水 ウラン委」 と略

す)開 催

11日(月)「 エネルギー技術データベー

ス体系化開発研究」準備打合

せ(以 下 「EDB準 備委」と

略す)開 催

13日(水)金 属鉱業事業団主催 「システ

ム合同検討部会」にて 「感度

分析」の中間報告を行 う

(昭和53年度海水 ウラン等回

収システム技術開発調査)

14日(木)「 将来 におけるエネルギー立

地の構想と評価」ワーキング

・グループ打合せ(以 下 「エ

ネルギー立地WG」 と略す)

第4回 開催

15日(金)重 質油委WG第9回 開催

18日(月)重 質油委WG第10回 開催

21日(木)EDB準 備委開催

25日(月)重 質油委WG第11回 開催

26日(火)「 核熱の産業利用に関する調

1月13日(土)

16日(火)

ユ9日(金)

22日(月)

23日(火)

24日(水)

29EI(月)

31日(水)

2月2日(金)

6日(火)

7日(水)

9日(金)

10日(土)

14日(水)

16日(金)

20日(火)

26日(月)

27日(火)

査」委員会(以 下 「核熱委」

と略す)準 備打合せ開催

重質油委WG第12回 開催

重質油委WG第13回 開催

重質油委WG第14回 開催

重質油委WG第15回 開催

第3回 重質油委開催

EDB準 備委開催

エネルギー立地WG第5回 開

催

重質油委WG第16回 開催

受託研究 「従来の低 レベル放

射性廃棄物の海洋処分,陸 地

処分以外の諸方法の調査」の

報告書 を,助 原子力環境整備

センターに提出

EDB準 備委開催

重質油委WG第17回 開催

第ユ0回「海水 ウラン委」開催

重質油委WG第18回 開催

第1回 核熱委開催

受託研究 「昭和53年度海水 ウ

ラン等回収システム技術開発

調査」の報告書を,金 属鉱業

事業団に提出

重質油委WG第19,20回 開催

第4回 「原子力プラン ト運転の

信頼性に関する研究会」開催

第4回 重質油委開催

第2回 核熱委開催

重質油委WG第21回 開催
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2月28日(水)受 託研究 「80年代の電気事業

が直面する課題 とその具体的

解決の方向に関 す る調査研

究」の報告書を,㈱ 機械振興

協会に提出
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